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1. 事業の概要

1.1 事業実施の目的

福祉用具を利用した場合の生活機能の維持・改善状況等については、過去より調査研究事
業が実施されているところであるが、調査件数や評価方法の面において一層の客観性が求
められている。本調査では、介護保険制度における福祉用具サービスの利用効果について客
観性に配慮し、調査客体数の最大限の確保を前提とし、生活機能の維持・改善状況等を幅広
く網羅した調査を実施した。

1.2 調査の進め方

(1) 定点観測調査

利用者の状態と福祉用具利用に伴う生活機能等の変化を継続的に把握するため、調査対
象利用者について か月間の定点観測調査を実施した。

 調査対象 ：日本福祉用具供給協会会員事業所 事業所
および会員外の事業所 事業所

 対象利用者 ：１事業所あたり ～ 名
 調査時期 ：平成 年 月～平成 年 月
 調査方法 ：選定された調査対象利用者について、月 回の調査票記入

により情報を収集

(2) 振り返り調査

利用者の状態と福祉用具利用に伴う生活機能等の変化について、定量的な分析を行うた
め、 よりもデータ収集が容易である振り返り調査を実施した。

 調査対象 ：福祉用具貸与事業者 約 法人
 対象利用者 ：福祉用具貸与サービス利用者
 調査時期 ：平成 年 月～ 月
 調査方法 ：

① 日本福祉用具供給協会の会員と各ブロック長、関連団体より、対象法人を選
出。

② 平成 年 月～ 月に介護保険の福祉用具貸与サービスを利用開始した利用
者全員の、サービス計画書、モニタリングシートの情報を抽出
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った。
点以上のグループでは、新規利用者、継続利用者ともに、全 回を通じて、平均点が

緩やかに減少した。

図 得点の変化（ 得点別）

 休まずに歩ける距離
新規利用者の 点未満のグループでは、第 回、第 回の平均値がわずかに小さく、こ

の差が有意となっていた。
新規利用者の 点、 ～ 点以上のグループでは、平均点が有意に増加した。
新規利用者の 点以上のグループでは、有意な変化は見られなかった。
継続利用者の 点のグループではわずかに増加したものの、他のグループではほぼ

横ばいであった。

図 「歩ける距離」の変化（ 得点別）

 転倒した回数
新規利用者では、初回調査時に比べ、 回目以降では過去 ヶ月に転倒した回数が減少し

ている（ 点未満のグループでは有意ではない）。一方、継続利用者では、いずれのグル
ープでも有意な変化は見られなかった。

得
点
（

）

調査回

得点変化（新規利用者）

点未満 点 点 点以上
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図 転倒した回数

2.3.4 利用者の生活や社会との交流への意欲の変化

 本人の主観的健康観
新規利用者、継続利用者共に、「健康である」「まあまあ健康である」と答える者の
割合がやや増加する傾向が見られたが、継続利用者では有意差はなかった。

図 本人の主観的健康観の変化

 本人の生きがい
本人の生きがいについて、新規利用者、継続利用者共に、「あまり感じていない」が
やや減少し、「多少感じている」がやや増加する傾向が見られ、新規利用者では、この
差は有意であった。

 
図 本人の生きがい程度の変化
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 本人の日常生活の満足度
新規利用者では「満足している」「まあ満足している」の割合が、第 回から第 回
にかけて増加し、第 回と第 回ではほぼ同じであった。継続利用者では、割合はほ
ぼ変わらなかった。

図 本人の日常生活満足度の変化

 「生活の広がり」
継続利用者では得点分布にほとんど変化はなかったが、新規利用者では、得点が高い
者の割合が増加している傾向が見られ、この差は有意であった。

図 「生活の広がり」得点の変化

 「転ばない自信」
新規利用者では、得点が高い者の割合が増加している傾向が見られ、この差は有意で
あった。継続利用者でも検定結果は有意であったが、平均値はほとんど変化がなかった。

図 「転ばない自信」得点の変化
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 「人とのつながり」
新規利用者、継続利用者ともにわずかに減少し、この差は有意であった。

 

 

図 2-13 E-SAS「人とのつながり」得点の変化 

2.3.5 介護者の介護負担の変化

 主たる介護者の主観的健康観
新規利用者では、全 回を通じて、ほとんど変化は見られなかった。継続利用者では、
「健康である」「健康でない」の割合が共に減少しており、変化の方向性を結論づける
ことはできなかった。

 主たる介護者の生きがいの程度
新規利用者、継続利用者ともに、有意な変化は見られなかった。

 主たる介護者の日常生活の満足度
新規利用者では、「満足している」「まあ満足している」の割合がやや増加する傾向
が見られた。継続利用者では、有意な変化は見られなかった。

  

図 2-14 主たる介護者の日常生活満足度 

 介護負担感
新規利用者、継続利用者ともに、有意な変化は見られなかった。
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2.4 定点調査結果のまとめと考察

 福祉用具を利用することにより、利用者の身体機能、 等が維持される、あるいは
向上するか。
＜結果のまとめ＞
 得点について、新規利用者では、観察期間を通じて平均値が増加したが、有

意差は見られなかった。継続利用者では、検定結果は有意ではあったものの、観察
期間を通じて、 得点の平均値はほとんど変化が見られなかった。

 得点別に見ると、 点未満のグループでは、新規利用者は第 回から第 回
にかけて平均値が増加し、第 回以降はほぼ横ばいであった。継続利用者では、全
回を通じて、ほぼ横ばいであった。また、 点のグループでは、新規利用

者では全 回を通じて、平均点が緩やかに増加した。一方、継続利用者ではほぼ横
ばいであった。

 「休まずに歩ける距離」については、新規利用者では第 回から 回にか
けて点数が増加し、 回以降はほとんど変化しなかった。継続利用者ではほとんど
変化が見られなかった。

 転倒した回数は、新規利用者では、初回調査時に比べ、 回目以降では過去 ヶ月
に転倒した回数が減少した。一方、継続利用者では、有意な変化は見られなかった。

 転倒しそうになった回数は、新規利用者、継続利用者ともに、第 回では平均値が
大きい傾向が見られた。

＜考察＞
➢ 以上の結果から、福祉用具の利用開始後から か月目までは、 等の向上が期

待され、 か月目以降は維持されると考えられる。
➢ 転倒しそうになった回数については、第 回調査では、記憶が曖昧なため、バイア

スがかかり、他の回よりも回数が多く報告されてしまった可能性がある。

 福祉用具を利用することにより利用者の生活や社会との交流への意欲が維持または向
上するか。
＜結果のまとめ＞
 本人の主観的健康観について、新規利用者、継続利用者共に、「健康である」「ま

あまあ健康である」と答える者の割合がやや増加する傾向が見られ、新規利用者で
は、この差は有意であった。

 本人の生きがいについて、新規利用者、継続利用者共に、「あまり感じていない」
がやや減少し、「多少感じている」がやや増加する傾向が見られ、新規利用者では、
この差は有意であった。

 本人の日常生活の満足度について、新規利用者では「満足している」「まあ満足し
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ている」の割合が、第 回から第 回にかけて増加し、第 回と第 回ではほぼ
同じであった。継続利用者では、割合はほぼ変わらなかった。

 「生活の広がり」「転ばない自信」について、継続利用者では得点分布にほ
とんど変化はなかったが、新規利用者では、得点が高い者の割合が増加している傾
向が見られた。

 「人とのつながり」は得点がわずかに減少し、この差は有意であった。

＜考察＞
➢ 以上の結果から、利用者の生活や社会との交流への意欲について、利用開始から

か月目までは向上が期待され、 か月目以降は維持されると考えられる。主観的健
康観については、 か月目以降でも、ある程度の改善が期待される。

➢ 「人とのつながり」が減少したことについては、調査が秋から冬にかけて実
施されたために、外出が減ったことも影響していると考えられる。

 福祉用具を利用することにより介護者の介護負担が軽減する、もしくは増大すること
を防ぐか。
＜結果のまとめ＞
 主たる介護者の主観的健康感について、新規利用者、継続利用者ともに顕著な変化

は見られなかった。
 主たる介護者の生きがいの程度と介護負担感は、新規利用者、継続利用者ともに、

有意な変化は見られなかった。
 主たる介護者の日常生活の満足度について、新規利用者では、「満足している」「ま

あ満足している」の割合がやや増加する傾向が見られた。継続利用者では、有意な
変化は見られなかった。

 介護負担感尺度の得点については、新規利用者、継続利用者ともに、有意な変化は
見られなかった。

＜考察＞
➢ 介護者の介護負担を軽減するとまでいえる有意な結果を見出すことはできなかっ

たが、先述した や意欲の向上が認められた部分があった点を考慮すると、介
護負担の軽減に役立ち、負担が増大することを防ぐことができるのではないかと
考えられる。
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3. 振り返り調査の概要と結果

3.1 振り返り調査の概要

3.1.1 目的
過去 年間のサービス計画書およびモニタリングシートのデータを活用して、利用者の

状態と福祉用具利用に伴う生活機能等の変化について、定量的な分析を行った。

3.1.2 調査対象
調査対象は以下のとおりとした。

表 調査対象の抽出について

調査対象者 福祉用具貸与サービスの利用者

対象者の抽出方法 福祉用具貸与事業者 約 法人
各事業所から、福祉用具の利用開始後 年が経過した利用者
※平成 年 月～ 月に介護保険の福祉用具貸与サービスを利用開
始した利用者全員を抽出。

対象者数 約 法人（想定する調査対象者数約 人）に協力依頼し、 法
人から合計 人のデータが提供された。
そのうち、条件に適合する 人を分析対象とした、

福祉用具貸与事業者
の選定方法

日本福祉用具供給協会の会員、各ブロック長、関連団体より選定した
（協力を得られる可能性の高い事業者に依頼した）

3.1.3 分析の考え方
振り返り調査では、利用開始時点のサービス計

画書に記載された利用者の状態像や利用している
福祉用具等のデータと、直近のモニタリングシー
トに記載された利用目標の達成度等を用いて分析
を行った。下図のモニタリング頻度とは、モニタ
リングシートの更新回数のことを指し、サービス
計画書作成日の か月後から何回モニタリングシ
ートが更新されているかカウントしている。分析
においては、利用者の 、利用している福祉用
具やモニタリング頻度など福祉用具サービスの提
供状況に関する要因などが、利用目標の達成度や
数ヶ月後の身体状況の変化、意欲の変化などにど
のように影響しているかを検証した。

利用開始時の
サービス計画書

直近の
モニタリングシート

利用者の状態像

利用している
福祉用具

介護環境

利用目標の
達成度

身体状況の変化

意欲の変化

モニタリングシート

モニタリング
頻度
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3.1.4 調査・分析の手順

分析の手順としては、下図の通りである。まずは事業所からの収集データから対象者を抽
出、次に 項目に基づき分析対象者をクラスタリング、さらには目標達成状況の定義づ
けを行った上で、福祉用具の種別、あるいは利用期間別など様々な観点から目標達成状況を
分析した。

図 調査・分析の手順

3.2 データの収集と抽出

3.2.1 データクリーニングと分析対象の抽出

(1) データの抽出と突合
提供されたサービス計画書およびモニタリングシートのデータを突合し、下記の条件を

満たす利用者のデータを抽出した。

・サービス計画書およびモニタリングシートの両方のデータがある利用者
・サービス計画書およびモニタリングシートのデータが突合可能な利用者
・サービス計画書（基本情報）に主要な 項目が記載されている利用者

サービス計画書およびモニタリングシートは、下記の条件に該当するデータを分析対象
とした。

サービス計画書：「作成日」が最も古い計画書
モニタリングシート：「モニタリング実施日」が最も直近のシート

【4.2】データの収集と抽出

【4.2.1】データの収集
 サービス計画書とモニタリングシートの
データ（CSV）送付依頼、回収

【4.2.2】データクリーニングと分
析対象の抽出

 サービス計画書とモニタリングシートIDに
よる突合

 観察期間、記入率、記載事項等による分析
対象者の抽出

【4.3】データの分析

 4.3.3：ADL項目に基づくクラスター分析の結果および分布の確認

 4.3.4：目標達成状況の定義づけとその分布

 4.3.5：利用福祉用具×目標達成の分析

 4.3.6：福祉用具利用期間×目標達成の分析

 4.3.7：モニタリング状況×目標達成の分析
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3.3 データの分析
はじめに、分析対象としたデータの概要を整理した。

3.3.1 分析の手順
対象者を のレベルに応じてクラスタリング（分類）し、各クラスターの目標達成度

を比較することとした。
以下に、具体的な手順を示す。

手順① 利用開始時点の利用者の状態を示す指標として、 項目を以下の つの群
に分類してクラスタリング

群（寝返り、起き上がり、座位の 項目）
群（立ち上がり、移乗の 項目）
群（屋内歩行、屋外歩行、移動の 項目）

※各群の項目数で割った値を用いてクラスタリング
→利用者の状態像を類型化

手順② 福祉用具の利用効果を示す指標として、「達成度備考」と「総合評価」のテキス
ト出現頻度の把握

→類型ごとの目標達成状況を把握、比較

手順③ クラスター別の達成状況の把握
 要介護度
 福祉用具の利用率
 利用期間
 モニタリングの状況
→類型ごとの目標達成状況の把握、比較

3.3.2 に基づくクラスタリング

(1) を用いたクラスタリング
を用いた対象者のクラスタリングでは、 項目を、 グループ（寝返り、起き上

がり、座位）、 グループ（立ち上がり、移乗）、 グループ（屋内歩行、屋外歩行、移動）
の大きく つに分類し、各グループの 得点の平均値を算出した。 グループの平
均点の傾向が類似した対象者が、同じグループに分類されるように、クラスタリングを行っ
た。

 

介 
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(2) クラスター分析の結果

クラスター別の「 評価」の平均は以下のとおりで、クラスター分析の結果、次の つ
のクラスに分けられる。クラスター （ 、以下同じ）は 群全て軽度な群、クラス
ター （ 、以下同じ）が 群において中程度、クラスター （ 、以下同じ）は
群の歩行に関するもののみ重度、クラスター （ 、以下同じ）は全て重度なクラスタ

ーとなっている。 から にかけて、まずは歩行関連の 群が困難となり、その後
は 群や 群が困難となっていく傾向にある。
評価基準： ：できる、 ：何かにつかまれば、見守り等、 ：一部介助、 ：できない。
※各 項目は 点の範囲をとり、 群は 点、 群は 点、 群は 点の
範囲

表 クラスター分類（群別の平均値）

3.3.3 目標達成状況の分析

「目標達成度」が「達成／一部達成／未達成」の 段階で評価されているデータが限られ
ていたため、モニタリングシートに記載されている語句から、目標達成度の分析を行った。

(1) 目標達成の判定方法

1) キーワードの抽出と分類

 「目標達成度」が「達成・一部達成・未達成」の 段階で記載されている事業者のモ
ニタリングシートにおいて、達成、一部達成の利用者について、「達成度備考」に出
現した語句を出現頻度の高い順にリストアップした一覧表を作成し、自立度や意欲
の向上、介護負担の軽減等、状態の維持・向上に関連していると思われる語句を抽出
した。

 提出サンプル数の多い事業者の「総合評価」を目視で確認し、適宜キーワードの補足
を行った。抽出した語句を、「介護負担軽減、意欲の向上、 、満足度、活用状況、
その他」に分類した。
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2) 

(2) 
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2) 

(2) 
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表 クラスター別の目標達成状況

表 クラスター別の目標達成状況（詳細集計）

3.3.4 利用する福祉用具の種類に基づく分析

(1) 福祉用具の利用状況

クラスター別の福祉用具利用者の割合は以下のとおり。ただし今回の分析では、車いすと
特殊寝台の付属品はそれぞれ車いす、特殊寝台利用と一体で扱うこととした。
クラスター１では手すり、歩行器の利用率が高く、クラスター は手すり、特殊寝台、ク

ラスター では、車いす、特殊寝台、手すり、歩行器、クラスター では、車いす、特殊寝
台、スロープの利用率が高い。

表 福祉用具の利用率

■達成度備考＋総合評価キーワード

合計

クラスター 達成キーワード
なし

達成キーワード
あり

達成キーワードあ
りの割合

■達成度備考＋総合評価キーワード（キーワードの詳細集計）

自立支
援

介護負担
軽減

意欲の向
上

QOL、
満足度

活用状
況 その他

合計

達成キーワード
なし

達成キーワード
ありクラスター

*複数の目標達成キーワードを記入しているケースがあるため、キーワードの小分類の合計が必ずしも全体に一致しない
*構成比詳細集計の構成比のデータバーは達成キーワードありに占める割合
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(2) 福祉用具の利用と目標達成の状況について

1) 福祉用具種類別の目標達成キーワードありの割合

利用している福祉用具別の目標達成キーワードありの割合を分析した。ここでは、福祉用
具それぞれの利用者を分母とした際の目標達成キーワードありの割合を算出した。車いす、
スロープはクラスター 、歩行器はクラスター で達成キーワードありの割合が高いことが
確認された。

表 3-7 福祉用具種類別の目標達成状況 



 

23 
 

(2) 福祉用具の利用と目標達成の状況について

1) 福祉用具種類別の目標達成キーワードありの割合

利用している福祉用具別の目標達成キーワードありの割合を分析した。ここでは、福祉用
具それぞれの利用者を分母とした際の目標達成キーワードありの割合を算出した。車いす、
スロープはクラスター 、歩行器はクラスター で達成キーワードありの割合が高いことが
確認された。

表 3-7 福祉用具種類別の目標達成状況 

 

24 
 

2) 福祉用具利用種目数別の達成キーワードの割合

利用者数としては、 品目の利用者が多くを占めているが、利用品目数と達成キーワ
ードありの割合の間に目立った関連は見られない。

表 福祉用具利用種目数別の達成キーワードの割合

■欠損除く

■利用種目数別利用者数

クラスター 欠損 合計

合計

■利用種目数別/達成キーワードありの人数
クラスター 欠損 合計

合計

■達成キーワードありの人数/利用者数
クラスター 欠損 合計

合計

*表頭は利用している用具種目数
*灰色塗りつぶしはn数が小さいため、参考値。



 

25 
 

3.3.5 モニタリングの状況に基づく分析

(1) モニタリング頻度別目標達成キーワードありの割合

モニタリング頻度と目標達成キーワードありの割合について、明確な傾向は見られなか
った。

表 モニタリング頻度別目標達成キーワードありの割合

■モニタリング頻度別の人数
クラスター n数 月に1度以上 ~３ヶ月に

1度程度
~6か月に
1度程度

6か月に1度よ
り少ない

合計

■モニタリング頻度別の目標達成キーワードありの人数

クラスター n数 月に1度以上 ~３ヶ月に
1度程度

~6か月に
1度程度

6か月に1度よ
り少ない

合計

■モニタリング頻度別の目標達成キーワードありの割合

クラスター n数 月に1度以上 ~３ヶ月に
1度程度

~6か月に
1度程度

6か月に1度よ
り少ない

合計
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